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＊この資料は、政府・首都圏の地方自治体から公表されたものを急遽取りまとめたもので、 
項目によっては、予算成立までに変更されたりする場合もありますのでご留意下さい。 

 
 



   融資制度の種類と融資要件など 融資対象要件 認定等 保証割合 融資（保証）窓口 売上高減少等の要件 融資（保証）限度額 メリット デメリット 借換等
①セーフティネット4号（SN４） 地域：全国 市区町村 100%保証 金融機関・保証協会   ▲20％以上※1 一般保証と別枠2.8億円 全額保証 認定手続・保証料有り  可能
②セーフティネット5号（SN５） 738業種 市区町村 80％保証 金融機関・保証協会   ▲  5％以上※1 SN4と併用で上記枠内 要件ゆるい 同上 可能
③危機関連保証 無 不要 100％保証 金融機関・保証協会        ▲15%以上※1 SNとは別枠で2.8億円 全国・全業種 保証可能枠が不透明 可能

個人事業▲5％以上※1 保証料と利子減免 ・都道府県融資制度

中小法人▲5％以上※1･3 保証料1/2  がベースとなる。

中小法人▲15%以上※1 保証料と利子減免 ・保証協会の保証枠内

⑤セーフティネット貸付 無 不要 ー 金融公庫 売上要件無し 既存分含め4,800万円 融資条件緩和 金利は基準金利 ー
▲5%以上※2  中小事業：３億円

（業歴3ｹ月13ヶ月未満）  国⺠事業：6,000万円
直近3ｹ月令1/10〜12月の平均  設備20年・運転15年
売上高又は令1/12売上高と比較   据置5年・無担保

３億円
設備20年・運転15年

据置5年・無担保
個人事業：要件なし

小規模法人▲15%以上※1･3

中小法人：▲20%以上※1 中金(危機対応1億円上限)
6,000万円

設備20年・運転15年
据置５年・無担保

個人事業：要件なし ⑩の特別貸付
小規模法人▲15%以上※1･3 ⑪の衛経貸付
中小法人：▲20%以上※1 公庫の既往債務

  別枠1,000万円
旅館業3,000万円

中小事業：3億円（1億円）

国⺠事業：6千万円（３千万円）

商工中金：3億円（1億円）

⑬政府系金融機関への配慮要請
⑭⺠間金融機関への積極⽀援要請

※5.理容店・美容店・浴場・ホテル旅館等のサービス業、飲食店・喫茶店等の飲食業、食肉・鮮魚・鶏肉等の販売業をいう。 作成：株式会社合同会計

                  新型コロナウイルス感染症対応のための緊急経済対策・主要項目一覧（2020.04.25版）          NO.１

金融庁から､事業者への積極的な⽀援（事業者を訪問するなどの丁寧な経営相談、経営の継続に必要な資金の供給、既存融資の受件変更等）実施するよう計４回要請！

⑥⑦⑧⑩⑪融資対象先の既往債
務借換と金利無利子化：右欄は
借換限度額と（無利子上限額）

⑫金融公庫・商工中金の既往債務の借換 無 不要 ー  金融公庫・商工中金
・当初3年間実
質無利子化と実
質リスケ可能

⑥に同じ（窓口混雑） 可能

経済産業大臣名で計４回にわたり、政府系金融機関と信用保証協会のトップに「事業者の資金繰りに全力を挙げて最大限のスピードで万全の対応を行うべく配慮を要請！

売上要件に注意 ⑥と同様の
措置有り

⑬衛生環境激変対策特別貸付 旅館飲食喫茶店業 不要 ー 金融公庫 ①▲10%以上※2②中⻑期の
業況回復見込（２要件該当）

振興計画認定済
は金利▲0.9 ２つの要件に注意 ー

⑫生活衛生関連・特別利子補給制度 ⑩⑪の融資先 不要

不要 ー 金融公庫

商工中金

⑨特別利子補給制度 ⑥⑦⑧融資先 不要 ー 金融公庫・商工中金

  ▲5%以上(⑥と同じ）※2

▲5%以上(⑥と同じ）※2
当初3年間金利
▲0.9%（3,000
万円利下上限）

⑥に同じ ⑥に同じ⑩生活衛生新型コロナウイルス感染症特別貸付 生活衛生事業関係
事業者※5 不要 ー 金融公庫

                   【コロナ関連の融資制度一覧❶】

④⺠間版保証付融資（保証料・利子減免） SN4･5準にずる。 都道府県 SN４･5準にずる。 金融機関・保証協会 3,000万円   可能

⑥新型コロナウイルス感染症特別貸付 無 不要 ー 金融公庫

令2年1月29
日以降融資
分も要件合
致なら適用
遡及が可能

※１.前年同月比 ※2.前年又は前々年同月比 ※３.製造・建設・運輸その他業種（従業員20名以下）、卸小売・サービス業（従業員5名以下）※４.常時使用従業員20人以下（宿泊娯楽業を除く商業ｻｰﾋﾞｽ業は5人以下）

⑦新型コロナウイルス対策マル経融資 小規模事業者※４ 商工会議所等    ー     金融公庫         ▲5%以上※2
別枠1,000万円
無担保・無保証

当初3年間金利
▲0.9%

商工会議所・商工会の経営
指導を受けることが条件

⑧危機対応融資 無 不要 ー

⑪新型コロナウイルス対策衛経 ▲5%以上※2

ー

別枠1,000万円
無担保・無保証

当初3年間金利
▲0.9％

生活衛生同業組合等の経営
指導を受けることが条件 ー

金融公庫 借入後当初3年
間利子補給

⑩に同じ

ー

当初3年間金利
▲0.9%（1億円

利下上限）

中堅企業向け（一般の中小
事業者には敷居が高い。）

令2年3月19
日からつな
ぎ融資可

当初3年間金利
▲0.9%（中小１
億円、国⺠3千
万円利下上限）

申込み急増で、審査が混雑
気味で実行迄に時間を要す
恐れあり。

借入後当初3年
間利子補給

公庫(中小事業1億円、国
⺠事業3,000万円上限) 売上要件に注意 ⑥と同様の

措置有り



   融資制度の種類と融資要件など 融資対象要件 認定等 保証割合 融資（保証）窓口 売上高減少等の要件 融資（保証）限度額 メリット デメリット 借換等
上限2,000万円

償還4年〜6年（据置1年）

無利子・半年毎元金均等返済

延滞利子免除・掛金納付延⻑

⑯手形や小切手の不渡り処分の猶予 発行事業者 ー ー 全国銀行協会 取引停止回避 猶予期間に留意 ー
⑰中小企業・個人事業者向け無利子融資（さいたま市） 売上減少など さいたま市 詳細不明 詳細不明

※5.理容店・美容店・浴場・ホテル旅館等のサービス業、飲食店・喫茶店等の飲食業、食肉・鮮魚・鶏肉等の販売業をいう。

【給付金・生活⽀援一覧】 申請先 売上減等の疎明資料 申請方法

②特別定額給付金（補正組換）： 非課税 市町村 ﾏｲﾝバー・銀行口座等 郵送WEB
休業特例貸付 20万円 その他貸付 10万円

単身世帯貸付 月15万円 2人以上世帯貸付 月20万円

❹感染防止対策協力金（東京都） 1店舗保有者 50万円 複数店舗保有者100万円 東京都 確定申告書･休業記録 WEB他
❺−Ａ中小企業者⽀援金（埼⽟県） 確定申告書･休業記録 WEB他
 −Ｂ業種別組合応援金（埼⽟県)

申請期間5月７日から末日

単数事業所家賃補助10万円 複数事業所家賃補助20万円 確定申告書･休業記録

１店舗保有10万円 複数店舗保有者20万円
❽小規模事業者給付金（仮称・川口市⻑公表） 川口市の小規模事業者 川口市
⑨休業補償
⑩家賃⽀援

期日までに⽀払できない手形・小切手を不渡りとしない。

千葉県所在の中小企業等
（休業要請の要件有り）

❼中小企業等⽀援金（千葉県） 千葉県

注●印の番号は、各自治体の支援金・協力金等を示す。                                                                                                                                                                       作成：株式会社合同会計

償還期限2年以内（据置1年）／無利子・無保証人

償還期限10年以内(据置1年）／無利子・無保証人

市⻑村社会福
祉協議会

  窓口で要相談 電話等生活資金困窮者
休業者向け緊急小口資金

失業者向け総合支援資金

売上減少など？

１事業者当たり10万円▲50%以下（前年同月比）
上欄の事業者への店舗家賃補助

確定申告書･休業記録 WEB他

神奈川県所在の
感染防止協力の要請に応じた事業所

 中小企業・個人事業主
        １事業所当たり１０万円

神奈川県 WEB他

補正予算成立後

給付要件（売上高減少要件）

政府が定める
事務局の予定

原則：
ネット申
請の予定

売上台帳などが想定さ
れる。

給付額・融資額
資本金10億円未満の中堅・中小企
業・小規模事業者・個人事業者（ﾌ
ﾘｰﾗﾝｽを含む。）

国⺠（住⺠基本台帳）     所得制限なし         １人当たり１０万円

                   【コロナ関連の融資制度一覧➋】

⑮小規模企業共済・特例緊急経営安定貸付等   契約者 不要 ー 中小企業基盤整備機構 ▲5%以上※2   迅速 受付混雑か？ ー

◎４月17日共同会派が家賃⽀払い猶予の議員立法を大筋了承。政府・与野党連絡協議会などで協力呼びかけへ。今後の動きにご留意下さい。
◎野党共同会派が議員立法による「新型インフルエンザ対策特別措置法（特措法）」改正案を検討。

❻感染拡大防止協力金（神奈川県）

※１.前年同月比 ※2.前年又は前々年同月比 ※３.製造・建設・運輸その他業種（従業員20名以下）、卸小売・サービス業（従業員5名以下）※４.常時使用従業員20人以下（宿泊娯楽業を除く商業ｻｰﾋﾞｽ業は5人以下）

市内に本社・本店のある事業者 融資限度2,000万円／返済7年・据置1年／3年間無利子・以後0.4%）／無担保無保証

                            新型コロナウイルス感染症対応のための緊急経済対策・主要項目一覧（2020.04.25版）             NO.２
【コロナ関連給付金・生活⽀援等一覧】

概ね20日以上営業自粛要請が要件東京都所在の事業者

①持続化給付金

③個人向け緊急小口資金等の特例

埼玉県内の中小企業者 4月８日〜５月６日の間７割以上休業 ２０万円又は３０万円（複数事業所を保有する者）
埼玉県内の業種別組合 感染防止に適切に対応した業種別組合 １組合５００万円  

埼玉県
補正予算成立後

   １事業者当たり10万円

   ▲50%以下（前年同月比） 前年の総収入（事業収入）−前年同月比50％以下の月売上
×12ヶ月=給付額（上限額：法人200万円／個人100万円）

給付対象者



国税関係の税制 担保 延滞税
 ①所得税及び贈与税の申告・納付期限  
 ②個人消費税の申告・納付期限

  ③令和3年12月末までに②の住宅に入居していること

⑧コロナ関連特別貸付契約書の印紙税の非課税 ー ー

2分の１
全額

※4.特例法適⽤後に申告期限が到来し、かつ令和2年2⽉1⽇以降令和3年1⽉31⽇までの期間に、売上減少が⽣じた期間が存在する課税期間に適⽤（申告期限までに申請書を提出し、税務署⻑の個別承認を得た場合に課税選択の適⽤変更を認める。
※5.2020年分の固定資産税・都市計画税は、1年間猶予可能 ※６.導入促進基本計画の同意を受けた市町村1,642自治体（内、税額ゼロ適⽤自治体数1,642） 作成：株式会社合同会計

◎コロナの影響で事業や財産に著しい損失を被った場合、又は事業者や家族が罹患した場合、若しくは事業の廃止・休止に至った場合、
 納税者の申請により、納税の猶予や換価の猶予が認められる。

⑩地方税の納税猶予 ー ー

令和2年3月31⽇の期限を4月16⽇に延⻑
4月17⽇以降も柔軟に申告書受付①所得税等の申告・納付期限の延⻑

特例の概要

                   新型コロナウイルス感染症対応のための緊急経済対策・主要項目一覧（2020.04.25版）         NO.３
【税制上の特例措置一覧】

令和2年3月16⽇の期限を4月16⽇に延⻑
不要

必要

不要

年1.6%※1

免除

 ①現行の納税猶予・換価猶予

 ②特例措置の納税猶予
②国税の納税猶予の特例

◎資本⾦1億円以下の⻘⾊申告法人の繰戻し還付制度の適⽤について、現行の資本⾦基準を
「資本⾦10億円以下の⻘⾊申告法⼈」（中堅企業）まで適⽤範囲を拡充

◎令和2年2月1⽇から令和4年1月31⽇までの間に終了する事
業年度に生じた欠損⾦に適⽤

◎令和2年2月から納期限までの一定期間（1ヶ月以上）において、収入が大幅に減少（前年同期比概
ね20%以上の減）した場合について1年間納税を猶予。

◎一定期間(原則1年）において、大幅な赤字(財産の損失に起因する場合を除く）が生じ、一時
の納税ができないと認められる場合に納税を原則1年間猶予。

③欠損⾦の繰戻し還付の特例 ー ー

◎現行の中小企業経営強化税制は、中小企業者等（個人含む）が認定を受けた経営力
向上計画に記載された「生産性向上設備」、「収益力強化設備」を取得した場合に、
即時償却又は7%（資本⾦3,000万円以下の法⼈は10%）の税額控除ができる。

◎特例においては、テレワーク等のための設備投資
「デジタル化設備」※2を新類型として追加。適⽤期
限は令和3年3月31⽇。

ー ー④テレワーク等の設備投資税制

◎政府の自粛要請で中止された国内イベント等のチケット払戻請求権を放棄した者の放棄⾦
額（上限20万円）について、寄付⾦控除（所得控除又は税額控除）の対象とする。

◎主催者が文化庁等に申請・証明書等を放棄者に交付
◎令和2年2月1⽇から令和3年1月31⽇間の中止ｲﾍﾞﾝﾄ

⑤払戻請求権放棄のチケット代等の寄付⾦控除 ー

ー

ー

◎需要変動平準化型 次の要件を満たす場合は、令和2年12月末までに入居できなくても「13年ローン控除」※3が令和3年分以後の申告にも適⽤可
  ①コロナの影響で新築・建売・中古・増改築等を行った住宅への入居が遅れたこと

  ②新築住宅の場合は令和2年9月末までに、建売・中古・増改築の場合は令和2年11月末までに契約を行っていること

ー
◎中古住宅について、その取得から6ヶ月以内に入居ができなくても次の要件を満たす場合は、上記同様に令和2年分以後の申告に適⽤可
  ①取得後に増改築した中古住宅への入居が、コロナの影響で遅れたこと

  ②①の増改築の契約が､中古住宅取得の⽇から5ヶ月後まで､又は特例施行⽇の2ヶ月後までに行われていること

⑥住宅ローン控除の適⽤要件の弾力化

  ③①の増改築等の終了後６ヶ月以内に、その住宅に入居していること

⑦消費税課税事業者選択届出書等の提出の特例 ー ー

◎コロナ関連の「特別貸付」に係る⾦銭消費貸借契約書の印紙税を非課税とする。既に印紙貼付済みの場合は遡及的に還付する。
◎事業者が保有する設備や建物等の2021年度の固定資産税・都市計画税※5を、売上の減少幅（下記参照）に応じ、ゼロ又は半額とする。

※1.コロナの影響で財産損失が⽣じた場合は現状でも延滞税は免除。 ※2.遠隔操作、可視化、自動制御化のいずれかに該当する機械設備、工具、器具備品、建物附属設備、ｿﾌﾄｳｴｱ  ※3.消費税率10%での取得住宅等の10年＋3年のローン控除

⑨固定資産税等の軽減
  2020年2⽉〜10⽉までの任意の3ヶ⽉間の売上⾼の対前年同期比減少率

30％以上〜50％未満
50%以上

◎コロナの影響で事業者の一定期間（１ヶ⽉以上）における売上が著しく減少（前年同期比50%以上）した場合、課税期間開始後※4
 においても「課税事業者選択届出書」・「課税事業者選択不適⽤届出書」の申請と適⽤を認める。
◎「課税事業者を選択した場合の2年間の継続適⽤要件」、「課税事業者を選択した事業者又は資本⾦1,000万円以上の新設法人が
 調整対象固定資産（100万円以上）を取得した場合等の3年間の継続適⽤要件（3年間免税事業者になれない）」を適⽤しない。

ー ー
◎生産性向上を目的とする機械装置・器具備品等の償却資産の固定資産税の3年間軽減（ゼロ又は1／2）の特例を下記のとおおり拡充※6
  ①事業⽤家屋（取得価額300万円以上の先端設備）とともに導入されたものを追加

  ②構築物は、旧モデル比で生産性が年平均1%以上向上するもの （注）既に先端設備投資計画申請済みの事業者は、これらを含めた計画変更の申請が必要



  

１．休業実施計画書の事後届出を令２年６月３０日まで認める。
２．短時間⼀⻫休業の要件を緩和（部署ごと・部門ごと、職種別や仕事の種類ごと、シフト制や交代制などの勤務体制ごとにまとまって実施される休業等）でも支給対象となる。
３．残業相殺制度（休業期間中に休日出勤や残業をさせた場合の日数を助成対象の休業延日数から控除するルール）を当面停止する。
４．申請書類の大幅な簡素化（売上等を証明する書類、労働者を確認する書類、賃金支給、勤務実績等の書類なその添付書面は、会社にある書類等でも受理する。）

③活用のしやすさ措置
（休業等の初日が令2年1⽉24日〜7⽉23日までの場合
に適用）

  緩和して、増加していても助成対象とする。
３．１年間のクーリング期間（過去に助成を受けている事業主は、１年間は制度利用ができない期間）を撤廃する。
４．休業規模要件（対象労働者の休業延日数÷対象労働者の所定労働延日数の割合）を下記のとおり緩和する。
                   ◎中小企業１／２０    １／４０     ◎大企業１／１５    １／３０
５．事業所設置後１年以上を必要とする設置要件を緩和する。

◎経済上の理由により、事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、雇用の維持を図るための休業・教育訓練・出向等に要した費用（休業手当等）を助成する制度
で、①助成率は⼀般的な場合で、中小企業で２／３、大企業で１／２です。②対象となる事業主とは雇用保険適用（加入）事業所をいい、③支給対象労働者とは、雇
用保険被保険者（加入者）です。この制度が、新型コロナ感染対策として、以下のような助成内容の拡充と要件緩和などの特例措置が講じられます。

                   新型コロナウイルス感染症対応のための緊急経済対策・主要項目⼀覧（2020.04.25版）         NO.４
【雇用・社会保険・その他の特例措置⼀覧】

雇用調整助成金とは？

◎新型コロナウイルス感染症の影響により、事業等の収入に相当の減少があった事業主を対象に、申請により、１年間、特例として厚生年金保険料等の納付を猶予す
ることができるようになります（令2年4⽉30日成立見込みの関連法案て詳細決まる）。納付の猶予が適用された場合、担保提供は不要で、延滞金もかかりません。

厚生年金保険料等の納付猶予の特例

５．雇用保険被保険者（加入者）でない労働者（非正規雇用者など）の休業も対象とする。

①助成内容・対象の大幅拡充
（令２年４⽉１日〜６⽉３０日までの休業等に適用）

１．生産指標の要件緩和  最近３ヶ⽉の生産量（売上高）などが「前年同期比▲10％以上減少」という要件を、「最近1ヶ月▲５％以上減少」に緩和！※１．
２．雇用者数（受入派遣労働者含む）が最近３ヶ⽉で一定規模以上増加（大企業：５％超かつ６人以上／中小企業：10％超かつ4人以上）していない雇用量要件を

②受給要件の緩和
（休業等の初日が令２年１⽉２４日以降のものに遡っ
て適用）※１．生産指数要件緩和は令2年4月1日〜6月
30日までの期間に適用

  【解雇等を行わなかった場合の助成率の上乗せ： ◎中小企業：９／１０  ◎大企業：３／４  】＊給与全額支給した場合は、助成率100％も検討中の報道も！
１．助成率の引上げ    ◎中小企業：２／３を    ４／５ に引上げ    ◎大企業：１／２を    ２／３に引上げ

２．教育訓練を実施した場合の加算額（一日一人当たり1,200円）の引上げ     ◎中小企業：2,400円   ◎大企業：1,800円
３．加入期間が6ヶ⽉以上の被保険者を対象とする要件を緩和して、加入期間6ヶ月未満の被保険者（新規学卒者等）も対象とする。
４．支給限度日数の拡充  １年で１００日・３年で１５０日の支給限度日数とは、別枠で利用可能とする。

◎ご留意下さい。 緊急経済対策・主要項目にはまだ法律が成立していないものが多く含まれていますので、詳細は、法案成立（令2年4月30日成立見込み）を待って詳細をご確認下さい。
また、これらの経済対策の制度を活用する場合は、殆どの制度が自ら「申請」することが前提ですので待っていても特典を享受できないことを良くご理解下さい。申請に当たっては、多くの制度において、
売上減少を証明する書類の提出が要求されますので、会計帳簿や会計データ等を整理・入力しておく必要があります。

電気・ガス料金の支払猶予等
◎個人・企業にかかわらず、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、電気・ガス料金の支払いに困難な事情がある方には、その置かれた状況に配慮し、料金
未払いによる供給停止の猶予など、電気・ガス料金の猶予については、柔軟な対応を行うことを要請（政府より）しています。（4⽉7日）

作成：株式会社合同会計

◎新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、財産に相当の損失（全積極財産のおおむね20%以上の損失）を受けた場合には、事業主の申請によって、１年の範囲内で
労働保険料等の納付の猶予が認められます。管轄の都道府県労働局に「労働保険料等納付猶予申請書」など所定の書類を提出する必要があります。

労働保険料等の猶予制度

国⺠健康保険、後期⾼齢者医療制度及び介護
保険の保険料等の取り扱い

◎新型コロナウイルス感染症の発生に伴う影響を考慮し、国⺠健康保険、後期高齢者医療制度及び介護保険の保険料等の徴収猶予等が、「特別な理由がある者」とし
て認められる場合がありますので、居住地の市区町村⼜は国⺠健康保険組合に問い合わせをして下さい。



一覧検索番号
№1ー⑤
№1ー⑨
№1ー⑫
№1ー②
№1ー④
№1ー⑥
№1ー⑦
№1ー⑧
№1ー⑩
№1ー⑪

№1ー⑮（2枚目）

№4ー②

№1ー③
№1ー④
№1ー⑨
№1ー⑫
№1ー①
№1ー⑨
№1ー⑫
№3ー②

№2ー①
№2ー❼
№3ー⑦
№3ー⑨

             各種の融資制度・給付金・税制優遇・助成金などの申込・申請に当たって要件となる「売上減少基準一覧」( 2020.04.25版）      №5

融資

保証
自治体制度融資とセット

融資
融資・新型コロナウイルス対策マル経融資（☆★）

・危機対応融資（☆★）
・生活衛生新型コロナウイルス感染症特別貸付（☆★）

・セーフティネット貸付

・生活衛生関連・特別利子補給制度／個人事業主（フリーランス含む）
・特別利子補給制度／個人事業主（フリーランス含む）

・⺠間版保証付融資（保証料・利子減免） 個人事業及び中⼩法人（製造・建設業20名以下、卸⼩売・サービス業5名以下）
・新型コロナウイルス感染症特別貸付（☆★）

・セーフティネット５号（SN５）

売上減少20％基準

・危機関連保証
・⺠間版保証付融資（保証料・利子減免） 中⼩法人（製造・建設業20名超、卸⼩売・サーボス業5名超）
・特別利子補給制度／⼩規模法人（製造・建設業20名以下、卸⼩売・サーボス業5名以下）
・生活衛生関連・特別利子補給制度／⼩規模法人（製造・建設業20名以下、卸⼩売・サーボス業5名以下）

売上減少15％基準

・千葉県：中⼩企業等支援金（千葉県庁ＨＰより）
・消費税課税事業者選択届出書等の提出の特例
・固定資産税（2021年度分）を全額軽減  ／ 2020年度分は申請により1年間納税猶予も可！

売上減少
 30%以上〜50%未満基準

・固定資産税（2021年度分）を半額軽減  ／ 2020年度分は申請により1年間納税猶予も可！

・持続化給付金（法人上限200万円・個人上限100万円）

№3ー⑨

備 考

・衛生環境激変対策特別融資（☆★） 融資№1ー⑬

保証
融資実行が前提

・セーフティネット４号（SN4）
・特別利子補給制度／中⼩法人（製造・建設業20名超、卸⼩売・サーボス業5名超）
・生活衛生関連・特別利子補給制度／中⼩法人（製造・建設業20名超、卸⼩売・サーボス業5名超）
・国税の納税猶予の特例（1年間納税猶予・無担保・延滞税なし）

・⼩規模企業共済・特別緊急経営安定貸付等（☆★）

                  対象となる各種緊急経済対策の主要項目

雇用調整助成金における生産指標要件緩和（従来前年同期比10％減少→最近1か月5％減少へ）

・新型コロナウイルス対策衛経（☆★）

融資実行が前提

融資実行が前提
融資実行が前提

国税

融資
融資
融資

助成金

保証
自治体制度融資とセット

※上記表中の（☆★）は、売上減少の比較年度が前年同期（月）比又は前々年同期（月）比の複数期で比較することを示す。                      作成：株式会社合同会計

  ※本表でも分かるとおり、制度等の利用申込みや申請には、令和2年2月以降の売上高を自ら証明する必要がありますので、会計帳簿の記帳や会計データの入力は滞りなく済ませておいて下さい。
  また、コロナ感染症拡大の影響で休業等の営業自粛を実施した事業者は、お客様向けの休業期間が分かる案内文などの写しや、店頭に貼り出したポスター等の写真を証拠として残しておくことを
  お奨めします。

売上減少要件なし

売上減少5％以上基準

2020.04.20

売上減少50%以上基準

売上減少10％基準

地方税
  （土地は対象外）

国
千葉県
国税

地方税（土地は対象外）

融資実行が前提
融資実行が前提

保証



                  新型コロナウイルス感染の危機を乗り越えるために！ 
          こいつは、感染力がかなり強いようだ。 
            こいつは、暑さにもけっこう強そうだ。 
              こいつは、若者に好んで宿り、次々と宿主を拡げていくようだ。 
                こいつは、取り憑いた宿主の味覚や臭覚を奪うそうだ。 
                  こいつは、3 密をとりわけ好むようだ。 
                    こいつは、まだ苦い薬を知らないそうだ。       
                      こいつは、新鮮は空気や清潔な手には弱いようだ。 
               こいつを甘く見ると、大けがを負うぞ！ 一歩間違えば命を落とす。  
                 決して甘く見てはいけない。 
                   手洗い消毒マスクを着用し、 

密閉・密着・密接を避ける行動変容を心がけましょう！ 
 

緊急事態に臨む企業の対応策！ 
            休業や時短や受注が激減して赤字になっても会社はつぶれない。 
               ⿊字でもお⾦がなければ会社はアッ！という間につぶれてしまう。 
                  お⾦、すなわち資⾦を枯渇させなければ、会社は生き延びることができる！  
                     緊急事態に臨む危機対応の基本は 
                        最優先で手元資⾦を可能な限り確保することです。 
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